
（令和３年度）産業廃棄物税等の収入状況及び使途の状況 

 
１ 収入状況 
  令和３年度の産業廃棄物税収入額は、94,522千円と、前年度の91,508千円に比較

して、3,014千円、約3.3％増加しました。 

 また、県外からの産業廃棄物の搬入に係る環境保全協力金収入額は、21,056千円

と、前年度の26,325千円に比較して5,269千円、約20％減少しました。 

 これらの収入に、県費充当分、国庫補助金（消費者庁・地方消費者行政強化交付

金：一般廃棄物の減量化等の施策に充当）及びその他雑収入を加えた財源確保総額

は136,931千円となりました。 

(１) 産業廃棄物税      94,522千円（令和３年度収入ベース） 

(２) 環境保全協力金     21,056千円（  同   上   ） 

(３) 県費（一般財源充当金） 16,148千円 

（環境保全協力金額から国庫補助金相当額を控除した額） 

(４) 国庫補助金        4,908千円（令和３年度から対象） 

(５) その他雑収入        297千円（過年度補助金返還・基金利息等） 

         財源確保額 136,931千円 

 

２ 使途 

 (１) 循環型地域社会形成推進事業として、次頁のとおり総額96,669千円を支出し

ました。 

 (２) また、次期最終処分場の整備のための産業廃棄物処理施設設置調査事業や廃

棄物適正処理監視等推進費など産業廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用その他

適正な処分に係る施策に要する費用に充当するため、環境保全基金を取り崩して

31,339千円を支出しました。 

 (３) 産業廃棄物税の徴収等に係る交付金として2,211千円を支出しました。 

 (４) 収入額に比較して使途実績が下回ったことから、残余の財源は環境保全基金

に積み立て、翌年度以降の事業に充当することとしました。 



令和３年度循環型地域社会形成推進事業 実績概要 

事 業 名 
実施

方法 

実績額 

（千円） 
事業実績の概要 

産業･地域ゼロエミッ

ション推進事業 
補助 48,296 

事業者による廃棄物の排出抑制やリサイクルなどの

ための技術開発、設備投資、製品製造等の取組みの支

援（補助金総額 43,295千円） 

【補助実績】 ６事業 

・㈲谷地林業 

・㈱十文字丸善スープ 

 ・㈲ケイアイファウム 

 ・㈲丸與木材店 

 ・㈱ユーテム・プレシジョン 

 ・㈱幸呼来 Japan 

3R 自主管理支援事

業 

県 

実施 
10,279 

地域ゼロエミッションコーディネーター３名による

事業所の３Ｒ推進への自主的な取組の支援と地域循

環圏形成に向けた事業所間等のコーディネート 

再生資源利用製品認

定事業 

県 

実施 
765 

優良なリサイクル製品の認定及び利用促進 

「もったいないいわ

て３Ｒ運動」推進事

業 

委託 

等 
14,607 

３Ｒ推進研修会の開催、エコショップいわて認定制度

の実施及び岩手県３Ｒ推進キャラクター「エコロル」

を活用した「もったいない・いわて３Ｒ運動」の実施

や普及啓発等 

産廃処理業者育成セ

ンター運営費補助 
補助 5,000 

産業廃棄物処理業者の格付制度等の運営に対する補

助【県産業資源循環協会】 

産廃適正処理普及･

啓発促進事業 
委託 8,867 

排出事業者説明会開催等の事務委託 

【県産業資源循環協会】 

産業廃棄物処理状況

調査 
委託 3,960 

産業廃棄物処理実績報告書等の集計・分析、産業廃棄

物実態調査 

許認可総合システム

保守管理 
委託 2,041 

産業廃棄物処理業許可等業務電算システムの保守管

理及び改修 

循環型社会形成普及

事業 

県 

実施 
164 

ごみ減量化等の研究会の開催、普及・啓発 

ＰＣＢ廃棄物処理事

業 

県 

実施 
2,690 

ＰＣＢ廃棄物処理に係る広域協議会運営に要する負

担金等 

合   計  96,669  

※ 当該年度の収入を事業支出に充当 

 

令和３年度その他事業 実績概要 

事 業 名 
実施

方法 

実績額 

（千円） 
事業実績の概要 

産業廃棄物施設設置

事業促進費 

県 

実施 
817 

次期処分場整備に向けた希少野生動植物現地調査や 

関係機関との連絡調整等を実施 

地球温暖化防止活動

推進センター事業 

県 

実施 
300 

小学生とその家庭における地球温暖化への理解促進

及び省エネの実践を促す取組を実施 

廃棄物適正処理監視

等推進費 

県 

実施 
30,222 

・産業廃棄物適正処理指導員の配置 

・スカイパトロール、他県等との合同パトロール 

合   計    31,339  

 ※ 環境保全基金（産廃税積立分）を取り崩して事業支出に充当 


